
　１　決算規模

　　平成１７年度の県内４０市町村の決算規模は、歳入６，２４４億１０百万円、歳出６，１９０億４９百万円となっており、

　伸び率は、歳入２．６％増（前年度は４．５％減）、歳出１．６％増（前年度は３．５％減）と、平成１１年度以来、６年振

　 りに前年度を上回った。

   （ 歳入、歳出が前年度を上回ったのは、青森市の平成１６年度決算が出納整理期間中の歳入歳出がない打ち切り

　 決算であったことにより、平成１６年度の未収、未払が平成１７年度の歳入、歳出として計上されたことの影響が大き

　　く、この影響分を差し引いた試算では、歳入は１．１％の減、歳出は０．７％の減となる。）

　決算規模の推移 （単位：百万円、％）

※端数処理により、計等が一致しない場合がある（以下同じ）。
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平成１７年度市町村普通会計決算について（見込み）

＜ポイント＞
○　県内４０市町村の決算規模は、対前年度 歳入２．６％の増、歳出１．６％の増
　　（ただし、青森市の打ち切り決算の影響を差し引いた試算では、歳入１．１％の減、歳出０．７％
　　　の減）
○　実質公債費比率が１８％以上（地方債の発行に当たって許可を要する）の団体は２１団体
○　経常収支比率は依然として高い水準にとどまり、財政構造の硬直化が続く
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過去10か年決算規模の推移
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歳入 649,455 659,028 678,804 704,506 677,214 664,117 649,215 637,335 608,878 624,410

歳出 640,199 649,754 664,213 694,563 667,207 654,830 642,576 630,976 609,075 619,049
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百万円

過去10か年決算規模の推移（打ち切り決算影響分差引後）
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歳入 649,455 659,028 678,804 704,506 677,214 664,117 649,215 637,335 620,011 613,277

歳出 640,199 649,754 664,213 694,563 667,207 654,830 642,576 630,976 613,831 609,732
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百万円
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　２　決算収支

　（１）実質収支

　　歳入歳出差引額（形式収支）は、５３億６１百万円の黒字であり、この形式収支から翌年度へ繰り越すべき財源

　２６億６９百万円を控除した実質収支は２６億９２百万円の黒字である。

    実質収支の標準財政規模（標準的な状態で通常収入されると見込まれる経常的一般財源の規模を示すもので、

　標準税収入額等に普通交付税を加算した額）に対する割合である実質収支比率は０．８％であり、前年度（▲０．８％）

　を１．６ポイント上回っている。

（ 前年度の実質収支比率がマイナスとなっているのは、青森市において打ち切り決算により未収が未払を大きく

上回ったことが大きく影響しており、この影響分を差し引くと、１．１％のプラスとなる。）

　　なお、実質収支が赤字の団体は４団体となっている。

　決算収支の状況 （単位：百万円、％（「増減」はポイント））

注） １．（　）内の数値は、決算統計上の取扱いにより、新設合併の団体の前年度（平成１６年度）実質収支額を

　ゼロとして算出したもの。

２．実質収支比率は加重平均

　（２）単年度収支

　　当該年度の実質収支から前年度の実質収支を差し引いた単年度収支（ただし、新設合併の団体については、決

　算統計上の取扱いにより、前年度の実質収支をゼロとする）は、前年度の５６億２４百万円の赤字から１１億５百万

　円の黒字となった（単年度収支が赤字の団体数は１８団体）。

　（３）実質単年度収支

　　単年度収支に、実質的な黒字要素である財政調整基金積立額及び地方債の繰上償還金を加え、実質的な

　赤字要素である財政調整基金からの取崩額を引いた実質単年度収支は、前年度の８８億７５百万円の赤字から

　６億５４百万円の赤字となった（実質単年度収支が赤字の団体数は２１団体）。
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　３　歳　　入

　歳入決算額の状況 （単位：百万円、％）
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交付税＋臨財債 234,944 233,294 234,595 214,919 215,847

臨財債発行額 9,423 19,915 36,779 24,654 19,838

地方交付税額 225,521 213,379 197,816 190,265 196,009

増減率(交付税＋臨財債) ▲ 1.0 ▲ 0.7 0.6 ▲ 8.4 0.4

増減率（交付税） ▲ 4.9 ▲ 5.4 ▲ 7.3 ▲ 3.8 3.0

平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度

※地方消費税交付金等には地方消費税交付金のほか、利子割交付金、配当割交付金、株式等譲渡所得割交付金、ゴルフ場利用税
交付金、特別地方消費税交付金及び自動車取得税交付金を含めた。

　 歳入は、①市町村民税の法人分の伸びや固定資産税の家屋分の伸び等により、地方税が２．０％増（前年度０．５
％減）となったこと、②市町村合併による市部の人口増加に伴う生活保護費の増加等により、地方交付税が３．０％増
（前年度３．８％減）となったこと、③青森市の打ち切り決算の影響により、国庫支出金が１４．４％増（前年度４．６％
減）、県支出金が７．１％増（前年度１５．７％減）となったことなどから、全体として２．６％の増となった。
　（ただし、青森市の打ち切り決算により、平成１６年度の未収が平成１７年度の歳入として計上されたことの影響分を
差し引いた試算では、歳入全体として１．１％の減となる。）
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※グラフ中の「地方譲与税等」は、地方譲与税のほか、地方特例交付金、地方消費税交付金等を含む。

歳入決算額･構成比の推移
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　４　歳　　出

　（１）目的別歳出

　目的別歳出決算額の状況 （単位：百万円、％）
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　目的別歳出の主な構成比は、民生費２５．７％、公債費１４．１％、総務費１３．４％、土木費１２．３％、教育費１０．２％
の順となっている。
  伸び率では、合併市町村振興基金の造成等により総務費が７．０％増、市部の生活保護費の増等により民生費が
４．６％増、普通建設事業の抑制等により、農林水産業費、土木費、教育費がそれぞれ、１１．６％、１．６％、９．７％の
減となり、歳出全体では１．６％の増となった。
（ただし、青森市の打ち切り決算により、平成１６年度の未払が平成１７年度の歳出として計上されたことの影響分を差
し引いた試算では、歳出全体として０．７％の減となる。）
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　（２）性質別歳出

　　

　

　性質別歳出決算額の状況 （単位：百万円、％）
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性質別歳出決算額・構成比の推移
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　性質別歳出のうち、義務的経費は２．１％増（前年度１．３％増）と前年度の伸び率を上回っている。
　内訳を見ると、人件費は、退職者の増加等による退職金の増があったものの、行政改革等による職員数の減少や合
併の進展等による特別職給与の減により０．３％減（前年度１．７％減）、扶助費は、市部の保護率の上昇に伴い生活保
護費が増加したこと等から６．６％増（前年度６．１％増）、　公債費は元利償還金の増等により０．３％増（前年度０．２％
増）となった。また義務的経費の歳出総額に占める割合は、前年度に比べて０．２ポイント増の４６．５％となった。
　一方、投資的経費は、普通建設事業費が１２．９％減（前年度１３．９％減）となったことから、全体で１０．８％減（前年
度１５．８％減）と、引き続き抑制傾向で推移している。
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(参考１）　東北６県における人件費の推移

※　平成7年度を100とした場合の指数でみると、平成１６年度は、東北６県中最も低いものとなっている。

(参考２）　保護率の推移

市部における保護率の推移
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‰

※ 平成13年度以降の保護率は上昇傾向にある（なお、平成１８年２月分では、市部・町村部を含めた県全体の保護率
は高い方から全国では３番目、東北６県では最も高いものとなっている）。

(参考３）　東北６県における公債費の推移

※ 平成７年度を100とした場合の指数でみると、平成１6年度は、東北6県中最も高いものとなっている。
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　５　財政構造

　（１）経常収支比率

　　経常収支比率は、市町村平均９１．５％（前年度９２．０％）、市平均９１．６％（前年度９２．２％）、町村平均

　９１．２％（前年度９１．７％）となっており、前年度と同様、高い水準となっている。

　　経常収支比率が９０％以上の団体は２９団体であり、全体の約７３％を占めている。

※経常収支比率は加重平均

　（２）公債費負担比率

　　公債費負担比率は、市町村平均１８．９％（前年度１９．２％）、市平均１８．６％（前年度１９．２％）、町村平均

　１９．５％（前年度１９．２％）となっており、町村平均で前年度を上回っている。

　　公債費負担比率が２０％以上の団体は１８団体であり、全体の４５％を占めている。

※公債費負担比率は加重平均

　（３）起債制限比率

　　起債制限比率は、市町村平均１２．３％（前年度１２．２％）、市平均１２．５％（前年度１２．５％）、町村平均

　１１．９％（前年度１１．８％）となっており、市町村平均及び町村平均で前年度を上回っている。

　　なお、起債制限比率が１４％以上の団体は１４団体であり、全体の３５％を占めている。

※記載制限比率は加重平均

※「全国市町村平均」は総務省「地方財政の状況」より

　（４）実質公債費比率

　  実質公債費比率は、本年度から、地方債の発行が従来の許可制度から協議制度に移行したことに伴い導入

  された新たな財政指標で、起債制限比率に、公営企業会計の公債費に充当した繰出金や、一部事務組合の公

  債費に充当した負担金なども含めた、その団体の実質的な公債費負担の度合いを計るものである。

　　市町村平均は１７．５％、市平均は１７．７％、町村平均は１７．３％となっている。

　  実質公債費比率が１８％以上の団体は、地方債の発行に当たって引き続き許可が必要となり、本県では、２１

  団体が１８％以上となっている。
※実質公債費比率は加重平均
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　６　積立金の状況

　

　　積立金の平成１７年度末現在高は、合併市町村において「合併市町村振興基金」の造成による積立てがあった

　ものの、一般財源不足を補うために取崩しが進み、前年度末に比べて１６億６８百万円減少している。

　積立金現在高の状況 （単位：百万円、％）

（単位：百万円）

合 計

17,705

29,209そ の 他 特 定 目 的 基 金

区      分

財 政 調 整 基 金
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30,175

▲ 1,629

▲ 966

65,060 ▲ 1,668
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平成１６年度

66,728

増　　減　　額

18,849 926

増　　減　　率

4.9

宮城県 秋田県

16,076

青森県 岩手県
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県内市町村の積立金現在高の推移
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(参考４）　東北６県における積立金現在高の推移

※　平成7年度を100とした場合の指数でみると、平成１６年度は、東北６県中最も低いものとなっている。

(参考５）　東北６県における平成１６年度末積立金現在高
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　７　将来にわたる財政負担等の状況

　（１）地方債の状況

　　地方債の平成１７年度発行額は６７６億９９百万円で、前年度に比べて１５億１１百万円、２．２％減少している。

　　これは、平成１３年度から始まった地方交付税の振替措置である臨時財政対策債の減少の影響が大きく、臨時

　財政対策債の平成１７年度発行額は１９８億３８百万円で、前年度に比べ４８億１６百万円、１９．５％減少している。

　　臨時財政対策債を除いた地方債の平成１７年度発行額は４７８億６１百万円で、前年度に比べて３３億５百万円、

　７．４％増加しているが、これは、青森市において打ち切り決算により、平成１６年度の未収が平成１７年度の発行額

　として計上されたことの影響が大きく、この影響分を差し引いた試算では、１２．３％の減となる。

　　地方債の平成１７年度末現在高は８，２５３億９７百万円で、前年度末に比べて６億７４百万円、０．１％減少して

　いる。なお、地方債現在高から臨時財政対策債を除いた現在高は７,１５７億７２百万円であり、前年度末に比べて

　１９７億５９百万円、２．７％減少している。　

(注)地方債現在高は、特定資金公共投資事業債を除いた額

地方債現在高と構成比の推移
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　（２）将来にわたる実質的な財政負担

　　「地方債現在高＋債務負担行為による翌年度以降支出予定額－積立金現在高」の算式で求められる、将来に

　わたる実質的な財政負担は８，１３４億１百万円で、前年度末に比べて１５１億９百万円、１．９％増加している｡

　　標準財政規模に対する比率は２３８．１％となっており、前年度と比べると０．２ポイント増となっている。

　将来にわたる実質的な財政負担 （単位：百万円）
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